
○橋本委員長代理 次に、白石洋一君。 
 
○白石委員 国民民主党の白石洋一です。よろしくお願いします。 
 
 年金のこと、昨年秋からして三回目になりますけれども、趣旨は、低年金の方々、これから

更に年金が減る予想がある、その中でそういう方々をどうするかということです。 
 
 過去の二回の質問も、そこに行き着く前にちょっと時間が足らなくて終わってしまう常でした

ので、申しわけありません、大臣、局長、審議官、順番をちょっと変えまして、質問を三番目か

らさせていただいて、時間が余れば一番、二番と、大事な方から先にやって、早く終われば早

く終わるでいいと思うんです。 
 
 と申しますのは、財政検証が来年行われる、これは春ぐらいに出てくる。恐らく、それまでに

そこから出てくる結果を見越した策というのが出てくる。でも、今七月ですけれども、そろそろ

今の段階から議論をしているはずですね。だからこそ、ちょっと早目ですけれども、今からこの

議論をしておかないといけないと思うんです。 
 
 財政検証、前回は平成二十六年にやって、それを踏まえた議論ということで、平成二十八年

に幾つかの改正がありました。これは、大きく言って、次の世代のために貴重な年金財政を残

すという趣旨のものであったと思います。 
 
 それで、先日出ました骨太の方針を見ると、これは、元気な高齢者には選択肢を用意して働

いてもらう、こういった趣旨のものだと思います。これは、骨太の方針の前をたどれば高齢者

大綱というものがあって、そういう趣旨のことが出たから骨太に反映されている。ということは、

このままでいったら低年金者対策というのはどうなるんだろうというところに非常に危機感を感

じるわけなんですね。 
 
 それで、お手元の配付資料の、めくっていただいて二ページ目のところなんですけれども、

二ページ、三ページ、四ページ、これは、前回、平成二十六年に行われた財政検証の見通し

で、ケースＣ、Ｅ、Ｇ、ざっくり言えば、上、中、下ですね、見通し、それでもまだ楽観的かなと思

いますけれども、上、中、下という順番に並べております。そして、この下の表というのは、生

年度別に見た基礎年金の受給額の見通し、月額が並べられています。 
 
 この前回の財政検証のときでさえ、ケースＣ、一番いいパターンの場合でも、六十五歳の方、



月額六万四千円からスタートするものの、だんだん減っていって五万五千円になっていく。十

五年ぐらいかけて一万円減らされていくというものです。ほかのところも大体そういった、その

下のところも、基礎年金の調整終了という、マクロ経済スライドが終わるところまではどんどん

減っていって、Ｃの場合は、これはいいシナリオですから、上のシナリオですから、基礎年金

の調整が終了した後は上がっていくというものですね。 
 
 これは名目ではありません。実質の貨幣価値でありますので、減るものは、この金額、この

数字どおりに、生活がよくなる、あるいは悪くなる、上がればよくなる、下がれば悪くなるという

ふうに見ていただければと思います。 
 
 一方、ケースＥですけれども、これは予想の真ん中のところでありますが、それでいくと、六

十五歳、上のところでいうと、六万四千円からスタートして、マクロ経済スライドが終了する二

〇三九年には五万一千円ということで、一万三千円が十五年ぐらいかけて減っていくというこ

とですね。その下も大体そういう傾向で、このケースＥというのは、ケースＣと違って、基礎年

金の調整終了、マクロ経済スライドが終わったら、その後はほぼ横ばいになるというところが

ケースＣと違うところでありますね。 
 
 そして次のページ、四ページ目ですけれども、ケースＧ、悪い場合はどうなるか。これは、ぱ

っと見てわかるように、基礎年金の調整終了時が平成七十年度ということで、四十年かかると

いうことで、どんどんどんどん下がっていくということです。上のところでいうと、六十五歳の方、

六万四千円からスタートしても、四万九千円まで一万五千円下がってしまう。ほかのところも

どんどん下がっていく、一万二千円は下がっていってしまう、こういう結果が出ているわけです

ね。 
 
 これが見えている以上、早くここに手を打つことが大事じゃないかなと。前回の財政検証で

は若い人に年金資産を残すということでありましたけれども、今度はこちらに手を打つときが

来たんじゃないかなというふうに思いますけれども、大臣、いかがでしょうか。 
 
    〔橋本委員長代理退席、委員長着席〕 
 
○加藤国務大臣 今お示しをいただいたマクロ経済スライド、ただ、これも実は、マクロ経済ス

ライド、この間、実際余り動いていないということですから、それを踏まえた今度の新しい検証

がどうなっていくのか、それを見ていく必要は確かにあるというふうには思います。 
 
 ただ、この間の、マクロ経済スライドが運用されていないということもあって、十六年の財政



再計算、これは五年ごとにやっていますので、過去三回、再計算しているんですね。二十六年

の場合には、いろいろなケースがあるんですけれども、それを見ると、結果的に、基礎年金の

マクロ経済スライドが終わったときの水準というのが、財政再計算をするたびにだんだんだん

だん低くなってきているということが言えるんですね。 
 
 しかも、これは制度的に、基礎年金のスライドが遅くなればなるほど、逆に今度、報酬比例

部分は上がる、仕組み的にそうなっているんですけれども、そのことを多分今度も、いろいろ

な情勢があるので、多分、今回の方が全体としては、当初の想定していた、二十六年よりも三

十一年の方が幾つかの点についてその予想を上回っている点があると思いますが、ただ、今

申し上げた点は多分そんな傾向になるのかもしれないなというふうに思っています。 
 
 そういった意味において、特に基礎年金をどういうふうに考えていくのかということ、これは、

委員御指摘のように、我々も基本的に同じように意識をしておるところでございますので、今

後、いずれにしても、三十一年に実施を予定している次期財政検証、やはり具体的なデータ

を持たないと余り議論できませんが、その中においては、基礎年金の水準も含めて、年金財

政の状況を検証して、年金財政が高齢者世代にとっても、また若い世代にとっても安心してい

ただける、また信頼をしていただける、そういう程度になるように、これはやはりしっかり議論し

なきゃいけない、こういうふうに思っています。 
 
○白石委員 大臣、問題意識は共有されているということで、ありがとうございます。 
 
 ただ、来年出るのを待っているんじゃなくて、今から検討しないといけない。実際、骨太の方

には、年金の改革、二つ、在職老齢年金とか受給開始年齢の柔軟化とか具体的に書かれて

いるにもかかわらず、同じ骨太の方針には、この低年金者対策をどうするのかということが、

私は探しましたけれども見当たりませんでした。 
 
 そのインパクトというのはどれぐらいあるかというと、今、基礎年金とおっしゃいましたけれど

も、もっと言えば国民年金ですね。基礎年金だけで暮らしていらっしゃる方というのは相当な

数おられる。今受給されているのは八百万人、老齢年金でいえば六百五十万人おられるわけ

ですよね。そういう方々が、こういう推移、年金がどんどん下がっていくということになったらど

うなるかというインパクトがあると思います。 
 
 ちょっとアドリブになりますけれども、八百万人、六百五十万人というところで、役所の方、そ

こを確認させてください、今、国民年金だけで、基礎年金だけでお暮らしの方々。あらあらでい

いので。 
 



○高鳥委員長 速記をとめてください。 
 
    〔速記中止〕 
 
○高鳥委員長 速記を起こしてください。 
 
 木下年金局長。 
 
○木下政府参考人 失礼いたしました。 
 
 基礎年金のみの受給者はおおむね五百万人程度でございます。 
 
○白石委員 それは、障害者年金も基礎年金があるはずなんですけれども、そこも含めて五

百万人ですか。 
 
○木下政府参考人 ただいま五百万人と申しましたのは老齢の基礎年金でございまして、障

害年金は百七十万人程度だと思います、基礎年金。 
 
○白石委員 であれば、六百七十万人が基礎年金しか受給されていないということですよね。 
 
 これぐらいのインパクトがあって、さらに、アンケートによる、まあ推計ですけれども、年金受

給者の六割の方は年金のみで生活している、ほかに収入がない。六割の方が年金のみで生

活されている、ここをちょっと確認させてください。 
 
○高鳥委員長 速記をとめてください。 
 
    〔速記中止〕 
 
○高鳥委員長 速記を起こしてください。 
 



 木下年金局長。 
 
○木下政府参考人 お答えいたします。 
 
 平成二十七年の国民生活基礎調査で調査したものでございますけれども、六割の高齢者

世帯の方が年金収入だけということが調査結果で得られております。 
 
○白石委員 六割の方。ということは、六百七十万人掛ける〇・六の方々が、これからこのよ

うな推移を経ないといけない。 
 
 さらには、これは満額ですからね。平均的には、基礎年金というのは、受給されている方、

今は五万円台だと思います。六万四千円の満額に対して、平均的な受給というのは五万円台、

ここをちょっと確認したい。一万円、満額よりも低いんですよね。 
 
○木下政府参考人 平均的な年金額、六万五千円が四十年フルでございますけれども、おお

むね五万円台、たしか五万五千円ぐらいだったかと思います。 
 
○白石委員 その五万円の方々が、これから、うまくいっても一万円減らされるということです

ね。しかも、人数たるや三百万人を超えているということですから、これは今から考えないとい

けないと思うんです。 
 
 それで、ちょっと私も考えてみたことを、議論ですからちょっと披露したいんですけれども、そ

れは五ページ目です。 
 
 歩いていたら、やはり、もうこれ以上、少なくとも減らさないでほしいという話を聞くんです。も

うこれ以上減らさないでほしいと。 
 
 減らさないというのは、まず手取りベースで減らさないでほしいと。ですから、いろいろ天引き

されるものがありますよね。健保だとか、特に後期高齢者健康保険というのは、これは各人で

すから、年金からほぼ全ての人が天引きされる。天引きのところを緩める。あるいは、介護保

険料、一号被保険者のところを、もっと、所得の低い方に対しては軽くしてあげるということも

含めてなんですけれども、加えて、そういう方々にはマクロ経済スライドを適用しないというこ

とがあってもいいんじゃないかなというふうに思うわけです。 



 
 ここは大臣、いかがでしょうか。 
 
○加藤国務大臣 まず一つは、低所得の高齢者の方々への対応ということで、これは社会保

障・税の一体改革において、社会保障全体で総合的に支援するということで、年金受給資格

期間二十五年から十年への短縮、あるいは医療、介護の保険料負担軽減を既に実施をして

おりますが、今後、八％から一〇％への消費税の引上げに伴って、年最大六万円の年金生

活者支援給付金の創設、これは約八百万人に、まあ全部六万円というわけではありませんけ

れども、対応していくわけであります。それから、今委員御指摘の介護保険料のさらなる負担

軽減、こういったことも進めていくということで、低所得の高齢者への配慮を進めていきたいと

思います。 
 
 今、マクロ経済スライドのお話がありましたけれども、これは、先ほどおっしゃったような数の

方が対象になるわけですから、財政的にはかなりのことになってくるので、そうすると、今の年

金制度全体がこのマクロ経済スライドを実施していくということを前提に、働いている人の実

質の所得に対して五〇％を維持する、そして、保険料は、今一八・三を上限として、それ以上

上げないということで、若い世代の負担をこれ以上は上げない。そういった仕組みそのものが

ちょっと根底から変わってくるということなので、なかなかそれに踏み込むのは難しい、そこに

直ちに踏み込むということは難しいのではないかと思います。 
 
○白石委員 もちろん、お金はかかります。でも、先ほど挙げた方々が、潜在的に生活保護に

どんどん入っていくということを考えると、そことの見合いというのも考えないといけないと思う

んです。 
 
 今、生活保護で暮らされている方は二百万人ですね、あらあら。そのうち半分が高齢者、六

十五歳以上の方。ここがどんどんふえていくということです。そこのことを考えたら、生活保護

費というのは、国と地方で四分の三、四分の一ですかね、負担し合って合計四兆円出してい

るわけであります。そこのことを考えていくべきだと思うんですね。 
 
 加えて、骨太の方針には、在職老齢年金の廃止も含めて見直していくということです。ところ

が、在職老齢年金というのは、比較的、高齢者でも豊かな方々ですよね。 
 
 在職老齢年金で、六十歳から六十五歳と、それを超える方々があると思いますけれども、発

動されるのは、月額所得、幾らからですか。ここを役所からお願いします。 
 



○木下政府参考人 今委員御指摘の骨太方針の中では、在職老齢年金について見直すと。

廃止も含めというのは書いておりませんけれども。今御指摘の幾らからかというのは、六十五

歳以上の高在老に関しましては、四十六万円を超えますと、超えた額の年金の二分の一をカ

ットする、こういう仕組みになっております。 
 
○白石委員 骨太には書かれていないかもしれません。高齢者大綱ですかね、そちらの方に

は廃止も含めて見直し、検討すると。ここはちょっと確認が必要ですけれども。 
 
 六十歳から六十五歳では月額二十八万円、そして、先ほどおっしゃった、六十五歳を超えた

ら四十六万円あるいは四十何万円。全然、さっき言った国民年金だけの月額五万円台で暮ら

している方とは随分違うわけですよ。そういう方々のことは大事ですけれども、そういう方々に

張り切って働いてもらうということも大事ですけれども、まずは、生活、特に、ここまで来たら、

健康や命にもかかわるぐらいのかつかつの生活をされていることを考えれば、そちらが優先

度が高いんじゃないかなというふうに思うんです。 
 
 それで、二番目のところですけれども、保険料率の累進化ですね。 
 
 社会保険のところで先ほど大臣がおっしゃいました、保険料率は一八・三％で固めたと。こ

れを労使で折半している、厚生年金と共済年金ですけれども。これは公平なようで、やはり違

うんじゃないかなと私は思うわけです。 
 
 税金というのは累進税率、所得が高ければ高いほど、税率、率でも高くなるということを考え

れば、この年金保険料についても、率で累進的に上げていく。それは、スタートポイントは一

八・三よりも低いところからスタートさせる。ですから、所得の低い方には低い保険料率、所得

の高い人には高い保険料率で、トータルで保険料を確保する。給付のところは、従来どおり、

標準報酬月額で給付をすることによって格差を是正する。 
 
 民間保険とは違いますから、格差是正型の保険料と給付、負担と給付のマトリックス、制度

にしていくということを提案しますが、大臣はいかがですか。 
 
○加藤国務大臣 年金というものをどういう財源でやっていくのか。全く全て税でやるというや

り方も中にはあるのかもしれませんし、全く保険料だけでやるというやり方、いろいろなやり方

があると思いますし、そのときに、その保険料賦課をどうするか。委員御指摘のような累進と

いうやり方も、全く否定されるものでは私はないと思いますけれども、ただ、我が国がこれまで

つくり上げてきた制度というものがあって、やはりそれを前提に考えていく。 



 
 そういう中で、今の仕組みの中においては、例えば厚生年金では、現役期に支払った保険

料に比例して金額が決まる報酬比例部分に加えて、全員に共通の定額の基礎年金があるわ

けでありますから、その部分については所得の再配分が働いているということが言えるんです

ね。したがって、所得の低い方は所得の高い方に比べて所得代替率が高い、こういう仕組み

に実はなっているという部分があります。 
 
 したがって、現行制度においても、違う言い方をすれば、払った金額において基礎年金と報

酬比例を含めた年金受給額が全く比例的かというと、そうではなくて、低い保険料の方の方が、

保険料の負担との関係を見れば、より手厚く支払われる、こういう仕組みになっているという

部分があります。 
 
 ただ、それを更に超えてどうしていくのかという御議論なんだろうというふうに思いますけれ

ども、その辺は、今申し上げたこれまでの日本の制度といったものをどう考えていくのか、そし

て、その中で、今全体としてマクロ経済スライドをつくり上げてきているわけでありますから、そ

こをどういうふうにしていくのか。 
 
 そういったことを考えると、なかなかそういった判断というのは難しいのではないかなという

ふうに思いますが、ただ、さっき委員が在老のお話も言われましたけれども、これから人生百

年時代を考えていく中で、これから高齢化される方にとっては、やはりなるべく働いた分に見

合って、厚生年金の保険料も掛けられ、そしてそれに基づいて年金が上がっていく、こういう

仕組みを用意していくということは、私は大事なことなんだろうというふうに思います。 
 
○白石委員 大臣、ちょっと反論があるんですけれども、今の公的年金は格差是正型だとい

うお話ですけれども、私はそうじゃないんじゃないかなと。 
 
 というのは、報酬比例部分は、もう報酬比例ですから、払った金額に応じて給付がある。そし

て、さっきおっしゃった基礎年金の部分は、これは払った期間に応じて案分で、満額案分で支

払われる。ですから、結局ここも保険料比例になっているんですよ。ただ、民間保険と違うとこ

ろは何かというと、二分の一国庫負担ですから、その意味では民間保険よりは有利だと思い

ます。でも、その中に加入している人を見れば、払った期間の長さに応じて給付が支払われる

ということであります。 
 
 その意味で、来年十月に消費税がアップしたときの福祉的給付、ここで初めて格差是正型

になりますけれども、ただ、それでも、よく見てみると、その月額五千円というのは加入期間に



案分して支払われる。ですから、少ない期間でしか払っていない、例えば、満額六万四千円で、

五万円の人というのは六・五分の五になっているわけですね、五千円の。ですから、やはり救

われないところがあるわけです。そこをどうするかということだと思うんです。 
 
 じゃ、最後にちょっと大臣、お願いします。それで終わりたいと思います。 
 
○加藤国務大臣 まず、もちろんどれだけ年金保険料を払ったかによって変わるというのは、

それは委員御指摘のとおりであります。 
 
 ただ、同じく例えば厚生年金に二十年入っておられた、そうした方を比較して、所得の高い

低いと見ると、これは結果的に、まず基礎年金に必要な保険料を全部取って、そして残った部

分を報酬比例で割る。報酬に応じて割るわけですから、基本的に、基礎年金部分に係る負担

というのは所得の低い人の方が低くなる、こういう制度にはなっているということであります。と

いうことで再分配をさせていただいている。 
 
 それから、福祉的給付についての御指摘もありました。 
 
 これは、さはさりながら、年金と、年金そのものではありませんけれども、やはり年金というも

のを、保険料を払ってこられてきた、そういったことも踏まえて今回は支給するということであ

りますので、もう全然それと別にするというのはもちろん別の体系としてあるんだろうと思いま

すけれども、年金と関連して支給するという意味においては、やはり、その方が年金に対して

どういう保険料を積み上げてきたのか、それを踏まえながら、この福祉的給付というものを設

計したということでございます。 
 
○白石委員 ありがとうございます。 
 
 じゃ、最後に。 
 
 基礎年金と報酬比例部分は別会計ですから、だからこそ、マクロ経済スライド発動は、基礎

年金は三十年も見込まれているのに、報酬比例部分は数年で終わってしまう。ここが一緒の

会計になったら、また別の展開、世界が見えると思いますけれども、今は別会計であります。

さっき大臣は、二階部分から一階部分に何か補助されているような表現だったと思いますけ

れども。 
 



 また議論させてください。ありがとうございます。 


